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1．はじめに（トヨタ自動車九州株式会社 苅
田工場の概要）
トヨタ自動車九州（株）は、自動車及び自動

車部品の製造を行っている。福岡県宮若市に位
置する宮田工場では完成車、苅田工場ではエン
ジン、小倉工場ではハイブリッド部品の製造を
それぞれ行っている。私たちの勤務する苅田工
場の概要は以下のとおりである。
⑴ エンジン製造（溶融～鋳造～加工～組付～
検査）
苅田工場はエンジンを製造しており、敷地内

には以下の工程がある。（図1参照）
①アルミニウム溶融工程
②アルミニウム鋳造工程
③部品（アルミニウム・鉄）の加工工程

④エンジン組付工程（エンジンへの危険物注
入工程あり）
⑤検査工程（実際にエンジンを起動させる工
程あり）
また、工場の敷地は臨海地域であり、地震後
の津波による被害の可能性がある。さらに、瀬
戸内海特別措置法の法対象地域であるため、環
境への配慮も欠かせない。
⑵ 危険物、高温物双方を取扱
弊社工場では危険物のみならず、高温物を敷
地内にて取り扱っている。
①溶融・鋳造ではアルミニウムを液体にする
ため、炉内にて摂氏600度超が必要となる。
また溶融・保持のための炉はガスで熱して
いる。

Safety ＆ Tomorrow No.176 （2017.11）33

奨励賞

図1 工場配置図
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図2 溶融・鋳造工程における火災・爆発リスク設備（抜粋）

図3 鋳造工程ホース類リスク一覧（抜粋）



②加工工程では危険物を使用した油圧設備が
多数ある。

③組付・検査工程ではガソリン等の給油及び
実稼動による検査を行っている。

上記の①～③はいずれもエンジン等の製造に
欠かせない工程であるため、燃焼の三要素に照
らし合わせ、危険物と高温物を近づけないこと
が肝要となる。但し、両者の近接が不可避とな
る工程もある（アルミニウム保持炉においては
都市ガスを燃焼させ、温度を保っている。この
排気は可燃性気体であるが、高温のアルミニウ
ム溶湯との近接が避けられない）。また、排気
配管等においては常に粉塵火災・爆発の危険性
が伴う。
さらに、高温物に液体が接触すると、キライ

爆発を発生させてしまう。そのため、高温物周
辺では水分の浸入防止を徹底すること、及び配
管・ホース類の破損が発生しないよう、徹底す
ることが肝要となる。（図2～4）

2．安全への取組み
⑴ リスクアセスメントの考え方
安全への取り組みに際して、弊社では事故・
災害防止を目的にリスクを見積り、そのリスク
を数値化･視える化する事によって、危険源を
理解しランクに応じた対応を実施している。リ
スクの数値化にあたっては、a)発災時の災害の
ランク、b)作業頻度、c)業務担当者への依存度
（設備での対策レベル）の三つの観点から実施
している。（図5）これを行う事で取り扱って
いる設備・物質・作業にどんな危なさがあり、
その危なさを回避する為にどうすれば良いかを
明確にする事で安全な作業へと繋げる活動を実
施している。
社内における安全への取り組みは、第一に発
災しないための未然防止の徹底、続いて万一の
際の被害・影響を最小限に封じ込めるための減
災対策が必要である。
⑵ 設備設置タイミングの安全対策
①法令の基準の厳守による安全対策（未然防
止、減災）
第一に各種法令の基準を厳守することで
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図4 ホース類点検一覧（抜粋）

図5 リスクレベルの考え方



の安全対策であるが、建物の床・壁・天井
の建材等、また各種消火設備、換気・排気
等について、法令の遵守を徹底している。
また、法令で求められる以上に弊社では独
自に安全基準を設定し、安全確保につとめ
ている。一例を挙げると、ガソリンを使用
しエンジン性能を検査する工程は法令対応
として防爆対応を行うとともに、可燃性蒸
気の感知器を設置し、基準を超える濃度に
達した際にはガソリン供給の自動停止やア
ラーム発報の機能がある。

②安全設備・機能付加（未然防止、減災）
ガスを使用する工程には、ガス漏れの検

知、圧力の常時監視、地震感知自動停止を
設置している。
また、アルミニウム溶湯を使用する工程

は温度検知装置を設置・常時監視し、ガソ
リンを大量に使用し、エンジン等の性能を
検査する工程（耐火区画）には、不活性ガ
ス消火設備を設置している。

⑶ 継続改善による安全対策
①危険箇所の洗い出し（未然防止、減災）

各工程の担当者にて、火災・爆発のリス
クのある箇所の洗い出しを実施した。その
結果、全356件の危険を洗い出し、更にリス
クレベルを設定した。
対策に当たっては、可能な限り設備によ
る安全対策を実施（自動検知機の設置等）
した。設備による対策が不可能な部分につ
いては、火災・爆発の原理を学んだ上で、
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図8 ガソリン漏れ検知機 図9 ガス漏れ検知機

図6 防爆照明 図7 可燃性蒸気漏れ検知機



業務改善及び標準化を行った。業務改善・
標準化の具体的な例を一部挙げると、以下
の通りである。

充電： バッテリー発火防止対策（接続ミス
防止のためソケット形状整備）

粉塵： ダクト等の清掃頻度設定（風速や差

圧管理による頻度設定）、標準化
配管： 危険物配管の点検頻度設定、標準化

（図11）
高温物：危険物（カラースプレー等）の使用

禁止区域の明確化
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図10 バッテリー発火の仕組（勉強会資料）



⑷ 教育による安全対策
①リスクアセスメントの実施及び教育

前述のとおり、災害の大きさ・作業頻度・
人への依存度により、リスクアセスメント
を行い、数値化・視える化している。リス
クアセスメントを実施するにあたっては、
社内にて初級・中級と分類し、レベルに応
じた実務者教育を行っている。

②未然防止教育
危険物を使う建物、高温物を使う建物双

方において、それぞれの持込禁止を徹底し
ている。具体的には、新規に配属された従
業員には配属都度、その他の従業員には1
回／年の定期教育を行い、燃焼の三要素理

解を促し、以下を徹底するよう指導してい
る。（図12）
・高温物の近辺に危険物を持ち込まない
・点火源を発生させない
・点火源となるリスクを危険物に近づけな
い
③発災時対応教育

火災の対応について、代表的な対象を分
類し対応方法の教育を行っている。先述の
通り、弊社の両工場では高温のアルミニウ
ム溶湯や危険物を使用しており、これらの
火災・爆発に対しては棒状注水は厳禁であ
る。そのため、原則として消火活動には
ABC消火器（10型・50型）、及び移動式粉
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図11 点検業務標準化例



末消火設備を用いることを周知・徹底して
いる。

3．今後の計画
上記のとおり、火災・爆発を主な対象とした

安全対策を積極的に実施しているものの、自然
災害等を考慮すると万全というものはない。安
全担当、防災担当が密に連携し、更なる安全性
向上を目指して次の活動を現在企画中である。
⑴ 職場防災隊機能の強化
①職場防災隊各係・班への説明会開催（1回
／年）
弊社では大規模な組織改定・人事異動を

1回／年周期で行っているため、これに合
わせ職場防災隊の再編成を行っている。各
係・班の長となるメンバーに1時間／回の
説明会を実施、職場防災隊としての役割認
識を醸成している。

これまでの取り組みでは、新規に役割を
与えられたメンバーへ、かつ与えられた役
割についての説明会としていたが、今後は
継続して役割を担うメンバーも含め、当人
の役割のみならず他の役割についても理解
を促すよう、教育を実施していく予定とし
ている。
②火災・爆発対応を再度重点化

2011年の東日本大震災を受け、工場所在
地の津波想定が従来と大きく変更となっ
た。その結果、津波対策を検討・整備する
必要が生じ、本年までは地震・津波対策に
重点を置き訓練等を実施してきた。
本年の防災訓練を持って、可能性の大き
な地震・津波対策の目処付けが終了したた
め、再び火災・爆発の未然防止・減災対策
に重点を置いた検討、訓練を進めていく。
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図12 キライ爆発未然防止教育資料（抜粋）



⑵ DIG（Disaster Imagination Game）
企画
様々な想定をしながら大規模な訓練を毎回実

施するのには多くの人員・時間が必要となるた
め、苅田町消防本部様に相談させていただいた
ところ、DIG についてご教示をいただいた。
DIG の有効範囲は非常に大きいと考えてい

る。第一は工場内での火災その他災害の発生に
合わせた対応のシミュレーションである。次
に、地震・津波発生を想定した避難訓練のシミュ
レーションも可能である。
特に、津波想定にて広域避難を行うにあたり、
実際に避難をする訓練を行うことは、多大な時
間が必要になるばかりでなく、交通事故の危険
や地域の方々へご迷惑をかける可能性もあるた
め、DIG 訓練は非常に効果的であると考えた。
また、一方的に情報を伝える講義等とは比べ物
にならない実感を与えることが期待できる。
今後は各職場の長を中心に、図上にてシミュ

レーションを行うことで、万一の際の各人の安
全確保方法、及び役割認識を醸成する予定であ
る。
⑶ 大規模災害時の危険物漏洩対策検討
冒頭に述べたように、弊社工場は瀬戸内海に

面して立地している。そのため、工場からの危
険物の漏洩は瀬戸内海特別措置法に抵触するこ

とを意味する。近隣には生きた化石として知ら
れるカブトガニの生息や、牡蠣の養殖等も行わ
れており、未然防止を徹底している。
但し、これまでの対策は未然防止に大きな重
点を置いており、発災時の施策については対策
が不十分と言わざるを得ない。弊社では、石油
化学コンビナート等と同等の資機材は法的に必
要とされないものの、常に万一の際を想定した
準備、訓練は欠かせない。
今後は関係各省庁のご協力を仰ぎながら、以
下のとおりに対策を行っていく計画である。
①漏洩のリスクの洗い出し
②リスクへの未然防止対策（設備対策、業務
対策）
③発災時の減災対策（資機材準備、専門団体
への外部委託も検討）

4．おわりに
これまでに述べたとおり、火災・爆発を主な
対象とした安全対策を積極的に実施しているも
のの、自然災害等を考慮すると万全というもの
はない。また、東海地区における被災時のバッ
クアップも常に意識する必要がある。安全担
当、防災担当が密に連携し、更なる安全性向上
を目指して継続的に活動中である。
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